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はじめに

　ドイツの経済および企業にとって第二次世界

大戦直後に生起した 重要問題の一つに，労使

関係の新しい秩序と新しい経営社会秩序の探求

ということがあった。しかも企業者，労働組

合，連合国そして政治家が 終調整に同意す

るまでに数年を要した。1952年の経営組織法

（Betriebsverfassungsgesetz）の可決について

も，それは関係者すべてにとって対立・論争を

伴った長きにわたる交渉過程の結果であった。

それまでには，鋭い対立可能性を含んだ未決問

題もくすぶっていた。ただ，企業首脳部と事業

所委員会（Betriebsräte）は，経営を維持すべ

く強いられる一方で，存在する緊張を一時的で

あれ緩和するための答えを見出さねばならな

かった。その際，「大きな」決定ではなく，有

効な経営的措置が何よりも求められた。この問

題状況に，特に経営における人事担当者が対応

した。彼らにとっては，大きな秩序政策的問題

は前景にはほとんど出ることはなかった。現場

における経営社会関係緩和のための諸措置の展

開とともに彼らは，実際の状況における実用主

義的課題を引き受けるところなった。
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おわりに

　その際に追求された多様な人事労務戦略―

内容，特質および担い手―はどのようなもの

であったか。これが究明されねばならないが，

その前にここではまず，これら戦略が生起する

背景となった諸前提とその関連を明らかにして

おきたいと思う。いかなる状況が1945年以降

の新しい経営社会秩序探求の根源的基礎になっ

たのか？　そして，そのもとでいかなる人事労

務政策が展開されるところとなったのか？　こ

れらの問題に答えるにおいて重要なことは，労

使関係の経営レベルと経営を超えるレベルを明

確に区別する一方において，両レベルの間の相

互関係および相互依存関係を明らかにすること

である。ドイツ労使関係のこれまでの歴史的研

究並びに社会学的研究いずれにおいても，この

視点からの精察は欠けていた。

1．経営における社会関係の諸相

　戦後ドイツには，至るところに破壊，困窮，

飢餓，将来不安，方向喪失感といったものが支

配していた。企業においてもまたしかりであ

り，世間一般に認められた妥当な経営社会秩序

がもはや存在しないといった状況の下に企業は
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あった。もっとも，かかる状況はすでに40年

代に入ってみられたことであり（1），その頃には

もう経営社会秩序の伝統的理想としての「経

営共同体」（Betriebsgemeinschaft）を現実に

おいて有効に展開することは困難になってい

た。そのようになった背景には， 後の予備実

行部隊の動員をあからさまに目ざし，またその

ことによって，一致団結して頑張りぬくこと

のプロパガンダとしての機能をもつ共同体化

（Vergemeinschaftung）なる修辞，これをます

ます信用の置けないものにすることとなった戦

時経済の諸措置があった。「経営共同体」の概

念も一般に，国防軍への召集の強化によって惹

起された，企業におけるドイツ人男性の不足状

況とは折り合えるものではなかった。この不足

を婦女子や外国の強制労働者によって補填する

試みは，規律・動機づけのかなりの困難さに通

じた。例えばシーメンスでその責任者は，徴用

された婦人達をだらしのない，「組織化されな

い集団」であり，労働意欲もなく，また調べよ

うのない理由から病欠届を出すなど職長や職工

頭をぐらつかせる者であると，要するに，美し

い経営共同体の空気を損なう者であると非難し

ている（2）。そして，この「新入り」への指導の

強化をもってしても，主に男性従業員が働く領

域にこのような困難さが「影響・伝播する」こ

とを止めることはできなかった。

　「経営外的」労働力が投入される一方におい

て，「経営共同体」の理想に固執することによ

り，すなわち暗黙のうちに同質の男性熟練工・

基幹従業員を前提とすることにより，企業にお

いて秩序政策的要求と社会実践との乖離がます

ます大きくなった。悪化をたどる諸条件のもと

で更に多くの労働給付を生み出すことへの戦時

経済の圧力が傾向的に増大することで，事態は

いっそう悪化した（3）。加えて，終戦の年には連

合軍の空襲によって生産地区の規則的進行が損

なわれた。損害と同時に生じた生産停止は生命

の危険と背中合わせに労働諸条件を悪化させ，

また不備な食糧・住宅事情は残った者のモラル

を低下させた。作業拒否や病欠届の如きは日常

茶飯事であった（4）。結局のところ，終戦までに

は「経営共同体」の意味での秩序を見かけ上維

持するだけでも困難ないし不可能になった。こ

のような諸条件下で，新しい方向づけや思考の

一新ももちろん不可能に近かった。つまり，経

営社会秩序は多くの企業において1945年以前

に，すでにかなり解体の様相を呈していたとい

うことである。

　この状況は，戦争終結およびドイツの敗戦に

よって更に強められた。が，資本不足とインフ

レーションそして物資不足に直面して1948年

通貨改革までに，とりわけ二つの関係者集団が

古い秩序を打破するのに寄与した。一つは，生

活資源の獲得にもっぱら短・中期的に志向した

従業員である。通貨改革まで貨幣はいかなる役

割も果たさなかったに等しく，むしろ，役立つ

現物・物品が「調達」されねばならなかったか

ら，経営において規則正しくあるということな

どあまり重要ではなかった。無断欠勤と多数の

罹病者といった状況が普通であった。多くの窃

盗が同時代に登場したということも，困難な生

活状態と労働規律の退化との関連を示すもので

ある（5）。

　他方において連合国の絶対的処理権は，個々

の経営に規則的日課が再設定されることを著

しく侵害するものであった。ここに，1945年8

月2日のポツダム協定に従った工場解体，集中

排除そして非ナチ化（Entnazifizierung）の措

置だけが企業において注目を集めたわけではな

かった（6）。新しい生産許可を受けるための役所

費用も高かったことに加えて，戦後すぐには各
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占領地区間はもとより地区内においても経営活

動の自由はかなり制限されていた。このことは，

異なった地区に所在地を有する企業に関して特

に，意思疎通や調整が困難であるという問題を

投げかけた（7）。経営における行動空間のこの広

範な制限は存在的にも，また共通の行動基礎の

確保という点においては経済的にも，すべての

経営関係者に関わった。この状況において関係

者の誰も，継続可能な新しい秩序の構築・維持

にとって不可欠であると考えられる 低限の経

験（Routine）と予測可能性に頼ることができ

なかった。

　伝統的な経営社会秩序の解体が戦後更に進ん

だ一方で，経営における関係者間の地位が新た

に組み替えられることになった。まずもって経

営幹部と管理職員の地位が特に下がった。その

伝統的な「家長」（Herr-im-Hause）の地位そ

して（または）「経営指導者」（Betriebsführer）

の地位は戦時中にすでに損なわれていたが，

終的意思決定権の喪失によっていっそう低下さ

せられた。その上，連合国によって嫌疑を掛け

られた企業者の拘束と差し迫った非ナチ化は，

彼らの地位をはなはだしく弱めることになっ

た（8）。また，企業者はヒトラー体制を支援する

とともにそこから利益を得ていたという，戦後

まもなく世間に広まり，労働組合によってもあ

おられた見解は明らかに，彼らの地位改善を妨

げるものであった（9）。戦後すぐのドイツ企業者

の社会的名声は全くどん底状態にあった。

　このような中で，個々の経営における従業員

代表は好機をのがさず，使用者に対してその権

利を要求した。そしてそれに伴って使用者は，

1934年に従業員代表を事実上排除した中で「国

民労働秩序法」に拘束された時のように，全権

的な経営支配力を失った（10）。同時に彼らは新

しい諸要求に対峙させられることになったが，

11年間を労働組合なしでやっていくことに慣

れてしまっていただけではなくその間，事業

所委員会との実際的な協力方式を彼らは全く開

発・育成できていなかったのである。

　戦後すぐに作られた「経営協議会」（Betriebs-

ausschüsse）および事業所委員会は，一般的な

不足状況に鑑みて従業員の扶養に心を配り，一

部ではその都度の経営を維持するための措置に

も取り組んだ（11）。これらの努力がまずもって

労働者の団結という動機から生じたものである

としても，困窮の時代の中で労働者を企業に結

びつけるとともに，扶養を通じて規律に服させ

るという古典的な父権的（patriarchalisch）手

法にみる機能をもそれはもった。加えて至ると

ころで，事業所委員会あるいは反ファシズムを

掲げたその先行委員会が，国家社会主義者を経

営から退かせるという 重要課題の一つに着手

した。事業所委員会メンバーが経営指導者に対

する非ナチ化手続きに組み入れられるというこ

とも普通であった。それとともに彼らは実際的

に，企業者の単独指揮権の一部をも要求した。

そして，実質的権力をもって彼らは，民主的に

組織された社会における労使関係の二重構造

（対立と協調）構築のための基本的な土台を作

り出すところとなった。

　事業所委員会が戦後新たに獲得した地位は，

1952年の経営組織法の可決までは法的な規

定によっては保証されず，まずもって実際の

経営諸条件に従った。その困難な状況に鑑み

て，「評判提供者と秩序要因」（Rufspender und 

Ordnungsfaktor）としての事業所委員会に頼ら

ざるを得ない（12），という指導部の素早い洞察

がそこにおいて重要な役割を演じた。同時に，

非ナチ化手続きへの組み入れということで，事

業所委員会には固有の行動の余地も開けた。し

かし，このあたりの諸事情については決して
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明確にはされなかったし，ましてや制度化され

てもいない。新しい社会秩序をめぐっての経営

内の交渉は，1948年まではたいていその兆し

がみられたに過ぎない。しかも，積極的に固有

の「政治的」働きかけを行った事業所委員会も

非常に少なかった（13）。よって，企業の中での

対決色は弱く，また漠としたものであった。そ

して，ローゼンベルガーもいうように，「西側

占領国の措置も対策といったようなものではな

く，たいていは静観的であった。それは明確な

通告というよりもむしろ，オープンなアプロー

チを含む」（14）ものであった。

　1947年の初め，国家社会主義的「経営共同体」

の公式的基礎であった1934年の「就業規則法」

（Arbeitsordnungsgesetz）が無効となった（15）。

それと同時に，経営社会秩序の唯一の法的基礎

として1946年4月10日に公布された連合国管

理委員会法（Kontrollratsgesetz）22号，いわ

ゆる「連合国の事業所委員会法」が存在すると

ころとなった。しかし，新しい経営秩序の問題

を経営関係者に任せていたからこの法律は内容

的に，確固としたところがほとんどなかった。

それは，経営秩序の法令公布や事業所委員会の

設立に向けての義務を負っておらず，「経営協

定」（Betriebsvereinbarung）を合法と認めた

だけであった。それによって，異なってはいて

もその都度正当と考えられる利害を承認した上

で，そのときどきの共同労働の諸条件について

労使双方の自主的で積極的な意見交換を促進す

るところとなった。この規定は，経営執行部と

の交渉当事者に予定することで，特に新しい事

業所委員会についてはこれを公認した。しかし，

継続する不確実性状況とこれを制御する見込み

のないことから，事実上の結果を考えて，この

交渉に双方がどの程度まで意欲的であったかと

いう疑問が生じる。実際，1946年の管理委員

会法が与えたチャンスにもかかわらず，交渉結

果に関しても，事業所委員会と首脳部との間で

の協調行動の学習・習熟効果ということに関し

てもその影響は控えめであったとみられる（16）。

フィヒターも，「1947/48年の経営協定の締結

は例外であり，……企業者は事業所委員会に

よって要求された共同決定を基本的に拒否し，

占領初年の特別な条件下での人事問題において

事業所委員会にしばしばその権利を認めねばな

らなかった協議・参加権の文書での決定を総じ

てできるだけ避けようとしたし，交渉も先延ば

しした……」（17）と記している。

　管理委員会法が経営内労使関係の諸条件の交

渉を経営の中に移すことで，それはそのときど

きに存在する諸々の事情や可能性を再生するだ

けとなった。しかし，秩序政策的状況からみて

それは，ばらばらの状況依存的調整にしか過ぎ

ず，労使関係の当事者間のくすぶり続けるコン

フリクトを解決に近づけるには不向きなもので

あった。また，交渉制度に関して信頼に足るい

かなる認定をも授けるものではなかったから，

持続的で効力のある締結は不可能であった。代

わりに，権限争い，責任をめぐる混乱，そして

日和見の姿勢等が支配的となった。

　しかも，経営における非ナチ化プログラムの

処理もこの状況を一段と強めた。それは，執行

部と管理職に対する事業所委員会の権力の重要

な基盤となっただけではない。好ましく思わな

い協働者，上司あるいは同僚を厄介払いするた

めに， 終決着まで告発と陰謀の機会をも提供

するところともなったし，非ナチ化の手続きは

しばしば，それに携わった人たち自身の利益の

ために利用された（18）。それに加えて役員や管

理者達については，その手続きが終結しない限

りその行動空間は限定されていた。彼らはその

管理機能を以前ほど果たすことはできなかった
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し，またあえてそうしようとしなかった。〈非

ナチ化の陰謀〉の一般的かつ効果的な戦略をの

がれることは，できる限り静かにしているとい

うこと―このことはもちろん企業において他

者を好き勝手にさせるという代償を伴うもので

あったが―にあった。そのような状況に由来

する特徴的な不確実性ということに関せば，例

えば管理委員会法に従った事業所委員会は，協

働の諸条件をめぐって誰と協議すべきものかと

いう点についても全く不明確であった。経営幹

部の非ナチ化の職務に受託者として任命される

か自分から進んでそれを買って出た者達の経営

における所在，清廉潔白さ，実行力あるいは権

限さえはっきりしないものであった。いずれの

場合でも，企業者と事業所委員会の間での交渉

の再開は阻止された。ただし，この状況は両者

の間の対決を先鋭化させなかった。逆に，不確

実性の共通体験が決定的となり，内部分配闘争

に決着をつけることの緊急度を低いものとした

ことを我々は重視せねばならない。

　戦後すぐに経営社会秩序が解体すると同時

に，従業員と連合国の行動余地が増大したこと

は一方において，経営実践の中に事業所委員会

を設置することで労使関係の新しい状況が生

まれることの前提となった。他方で，それよっ

て強められた古い秩序の動揺は一定程度，企業

の存続を実際にあるいは見掛け上危険にさらす

ことになった。しかし，すべての経営構成員に

とって，その内部分配闘争如何にかかわらず，

日々の企業・経営活動の確固たる共同の基礎を

維持することが第一に重要であったので，業務

執行部と事業所委員会の対立は背後に退き，そ

れは協力に取って代わられた。戦後直後に略奪

が起きたような時，経営首脳部と従業員は共同

でそれを阻止しようとしたし（19），また，事業

所委員会と企業者は，非ナチ化の枠組みの中で

一部共通の利益を追求した。この協力によっ

て―労働運動の中における反ファシズム的伝

統にもかかわらず―非ナチ化という本来の関

心が後退することもまれではなかった。代わ

りに，「企業外の者の介入」に対する共通の抵

抗が優位になった。例えば，「BASF（総合化

学）」の労働者は1948年に，ニュルンベルクの

工場長を相手取った訴訟に抗議するために労

働を1時間やめた（20）。また，「Messerschmidt

（航空機）」の事業所委員会と従業員らは，追

放さるべきチーフの代わりに着任した管財人

（Treuhänder）を受け容れなかった（21）。

　この協力の下で共通の抗議行動が，すなわ

ち，連合軍によって予告された工場解体の阻止

に向けての管理者，事業所委員会そして従業員

の共通の抗議行動が特別の意義をもった。この

行動は参加者に深い印象を残した。この場合，

マクロ経済的視点からみた時，ドイツ企業の設

備，機械そして技術的器具の搬出が西ドイツ産

業にとって実際にはそれほどの脅威でもなかっ

たということは，工場解体が比較的手間取り，

また計画通りに実行されなかったことと同様に

さしたる問題ではない。経営関係者の関心は，

個々の経営の維持と福祉に向けられており，ド

イツ経済全体には向けられていなかった。ロー

ゼンベルガーもいう，「工場の解体でもって職

場や生存の基盤，更には自己認識（Identität）

すらも失うのではないかという懸念が，各人に

は恐ろしいものに感じられたのである」（22）と。

　同じように決定的であったのは，こ

の苦況の中で，想定上の「難事原因」

（Problemverursacher）に反対する首脳部と盟

約を結んだという体験であった。従業員も政治

家も一部，企業家とその利益代表に〈扇動され

た崩壊気分〉にしてやられたところがある，と

プランプ（23）やケヒリング（24）は指摘している。
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彼らはまた，「ドイツの結束的な解体拒否の神

話」は，持ち合わせの生産施設の近代化と合理

化のために外国の財務的援助を獲得するその

論拠として役立ったことも強調する。しかし，

我々のみるところ，この神話は同時に経営社会

秩序の形成にも重要な役割を果たしたと考えら

れる。工場解体拒否の条件としての「必要に

迫られた共同体」（Notgemeinschaft）の呪縛

は，若いドイツ連邦共和国における経営労使関

係の協調モデルの も重要な基点の一つとなっ

た（25）。想定上の脅威に反応して人々は，「共同

体」を守るためにそれを外部から隔絶した。そ

して，この共同体化戦略によって伝統的な類型

が継続したから，この戦略はうまく，そして早

く機能した（26）。実際，それによって「経営共

同体」が1945年以降も引き続き経営社会秩序

の標準的モデルとなった。

　この共同体志向性は，経営首脳部と事業所

委員会の間の対立に蓋をした。例えばそれは，

事業所委員会が秩序政策的観念と労働組合の

諸要求を通例自ら引き受けるというのではな

く，基本的に経営関連で判断するということの

根本条件であった（27）。しかし，ここにおいて

強調されるべきは，この早期の共同体志向性

は，異なった利害の受容を自明のものとして

前提とする合意自由な（konsensliberal）態度

を決して含むものではなかったということで

ある。第二次世界大戦後の企業において企業

者，事業所委員会そして従業員の間の実際的な

協調の基礎にあった思考は，共通の目的に義務

づけられて逸脱を許さない，むしろ共同体化さ

れ（vergemeinschaftete），また共同体化する

（vergemeinschaftend）それであった。新しい

経営社会秩序をめぐって持続的な交渉の進行を

経営レベルに組み入れることを妨げたのは，不

確実性という根底の体験だけではなかった。か

かる状況における優勢な反応として従業員，事

業所委員会そして首脳部が自発的に共同体化に

志向したことがとりわけ，伝統的な「経営共同

体」を再生したのである。

2．経営を超える「社会的共同」の補完

　経営的共同体化はしかし，その成果にもかか

わらず経営首脳部と事業所委員会の対決姿勢に

蓋をしただけで，それを根本的に止揚するもの

ではなかった。このことは，労働組合の新しい

位置取りの輪郭がはっきりすればするほど，明

確になってきた。政治の舞台への回帰は組織

的・綱領的な障害によってそのスタートが遅れ

たが，とりわけ1947以降経営社会空間へそれ

は具体的な影響を及ぼすところとなった。まず

もって将来の経済・社会秩序についての労働組

合的イメージの展開が企業者と占領国の姿勢を

正した。戦後広まった反資本主義的立場を背景

に社会化と共同決定を要求する労働組合は，そ

のような要求（Ansinnen）の 重要プロモー

ターの一つであった。経営における企業者支配

を正当化し，守るところの秩序である「経営共

同体」を政治的に危険ならしめる限りにおいて，

労働組合は経営首脳部にとって一つの危険を意

味した。その役割等について連合国管理委員会

法22号によってもはっきりさせられず，明瞭

性が欠けた状態に固定化されてきた事業所委員

会の立場が，そのために先鋭化した。しかし，

この問題の解決は経営レベルにはなく，上位の

意思決定の中に組み込まれていた。そのコース

設定は基本的に占領国に由来するものであった

が，決してドイツ企業家がイメージするところ

と対立するものではなかった。

　1947年の初めに，経営内の労使関係をめ

ぐってコンフリクトが再燃した。相互に強
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化された一連の条件がその原因であった。

2月を過ぎてイギリス占領地区の製鉄・製

鋼産業において，後のモンタン共同決定

（Montanmitbestimmung）の内容―監査役会

の労資同数構成と取締役会メンバーとしての労

務担当取締役―となる影響力の大きい参加形

態が導入されるとともに（28）， 初の集中排除

がなされた。同時に，組合指導部はイギリスお

よびアメリカ占領地区において，いわゆる「モ

デル労使協定」を提案した。これは，管理委員

会法22号に従い協働の条件について事業所委

員会がそのときどきの経営幹部と交渉するにお

いて，手本として役立つべきものであった（29）。

このモデル協定はとりわけ，監査役会の同数構

成，事業所委員会に向けた経営幹部からの情報

提供の義務づけ，生産計画についての協議と共

同決議，これらへの要求を含むものであった。

組合指導部は，この歩みでもって戦後はじめて

使用者の同意とは別のところで経済および経営

の民主化に着手するという決意を示すことに

なったのである。と同時に，従業員を統一し，

指導する代表機関としての事業所委員会との関

係の中でその地歩を確立しようとした。占領国

アメリカとイギリスはとりわけ，このことに敏

感に反応した。戦後 初のことのほか憂慮すべ

き冬の危機（1946/47）において，食料や燃料

の供給がストップしたことで「食糧要求デモ」

が起こったがゆえに高い関心を示す必要性が出

てきたのである。1947年春の波状ストライキ

の始まりは―とりわけ，イギリス地区の中小

経営において―この動員の一部が更なる共同

決定に向けての政治的要求に大きく方向転換し

た，との印象を生むこととなった（30）。

　1947年の初めにはまた，アメリカとイギリ

スがその両占領地域の合併に同意した。二国共

同統治地区のこの設立はしばしば，イギリスが

財政的に困難になったためにアメリカがその大

部分を引き受けたことで，占領政策の遂行にお

いてアメリカの支配力が拡大する始まりとなっ

た，と評されている（31）。しかし，ドイツ労働

組合が目ざした役割と機能ということからすれ

ば，そのような統一への具体的指示は見出され

ない。というよりこの問題に関せば，両占領国

は大きな交渉のないままに同意したように思わ

れる。ここに，ローゼンベルガーはいう，「1947

年初め以来の騒然とした状況に直面してアメリ

およびイギリスの軍事支配は，労働組合を強く

意識するものであった。その際に決定的であっ

たのは規律付けの試みであり，また反共産主義

的動機でもあった」（32）と。

　その広がりを阻止すべき「共産主義的扇動」

という危険については，とりわけ事業所委員会

の側の責任ある者がこれを推察した。西ドイツ

の「労使関係」の具体的形成についてイギリス

はさしあたり明確なイメージを持ち合わせてお

らず，夏期のうちに素早くこの問題について考

えをめぐらせてきたのに対し，アメリカは初め

から「自由な労働組合主義」を求めた（33）。そ

こにおいては，賃金と労働条件が市場の諸力に

よって決まる資本主義経済秩序の中で，団結

から生じるその「経済的強み」の投入によって

労働者の経済的水準を守り，改善するというこ

とが独立した勢力としての労働組合の課題と義

務となる。それゆえ根本的には，事業所委員会

は個々の経営における自主的従業員代表ではな

く，組合員利益に合致する労働組合組織に結び

つけられねばならないということになる。8月

に作り上げられたイギリス改革案は，広範にこ

れにそったコースを示すものであった（34）。

　両占領国は，使用者の集団交渉の相手として

労働組合を市場経済秩序の中に組み込むことを

狙っていた。従業員代表が固有の秩序政策的目
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標を追求するということは，活動領域として決

して企図されていなかった。西ドイツの労使関

係の確立過程において，組合的方向を中立化す

ることがむしろ重要であった。ここにおいて特

に，労働組合制度の中に事業所委員会を囲い込

むことでその恐れられた政治的急進性が統制さ

れることになった。

　そして労使関係の形成をめぐっての議論が，

この1947年に新しい局面に入った。それ以後

は主導的な従業員代表として，事業所委員会で

はなく労働組合がとりわけ決定的な役割を果た

すことになる。労働組合は，まずもって「経済

の中における同権の獲得」を目ざす，なおも「闘

争団体」（Kampfverband）として登場する一方

で，〈階級闘争〉なる公式に打ち続くレトリッ

クを無視して，労働市場当事者として新生ドイ

ツ連邦共和国の市場経済秩序の中に徐々に組

み込まれていった。その際に重要な要素となっ

たのが，事業所委員会活動の非政治化であっ

た（35）。ミールケも指摘しているように，持ち

合わせの「行為の優位」（Aktionsvorsprung）

を「組織の優位」（Organisationsvorsprung）

に変えることに経営における活動家は事実上成

功しなかった（36）。しかも突然始まった冷戦の

進行の過程で，使用者と従業員の間の紛争含み

の利害調整を労使双方の課題として基本的に超

経営的レベルへ移すことを一様に狙った効果的

な占領政策，企業者的利益それに労働組合のポ

ジショニング戦略，これらに基づいて統一され

た同盟（Allianz）に抗する見込みは彼らにはな

かった。それとともに，経営社会秩序の理想お

よび戦略として企業における調和志向の共同体

化を引き続き維持するための決定的前提が作り

出された。

　そのような経営秩序が連合政策の明確な目的

ではなかったということは，経営内部労使関係

の具体的形態の交渉を民主化の努力という意味

でドイツに任せるという基本方針から結論づけ

られる。他方で，経営的調和と超経営的利害調

整との間の補完関係については，暗黙のうちに

初めから占領軍によるドイツ労使関係形成の根

本的な要素となっていた。共同体に志向した経

営社会秩序の理想は，ドイツの企業家が1947

年の間に着実に復活させた，彼らの特殊な自己

理解（Selbstverständnis）にも照応していた。

イギリス占領地区では，商工会議所に多かれ少

なかれ公式に組織された企業家達が，カリスマ

性をもったシュンペーター型のそれを再現して

いた。「経済的遂行，技術的創造性そして社会

的責任」から成る概念の具現者としての〈真正

の企業者〉，その「新しい響き」が経済的再建，

戦争結果の克服そして企業の繁栄を企業者の社

会的・経済的指導権と結びつけるところとなっ

た（37）。この指導権がまず第一に経営社会空間

において実践されねばならなかったことは，経

営外空間におけるその正当性の基本的前提で

あったから暗黙のうちにも自明のことであっ

た。そして，その経営社会秩序の理想こそ「経

営共同体」であった。自発的な経営社会給付に

よって全面的に扶養され，それゆえ「家父長制」

でもって共同体に統合させられた従業員が進ん

で企業に協力する一方で，その人格に基づいて

正当化された「企業者」が企業経営の主導的地

位に就いた。

　1947年の秩序政策的コースを確定させた

終的条件は1948年に続いた。そして，三つの

同時並行的に実施された措置が，西ドイツにお

ける市場経済的秩序とそれに対応した労使関係

の構築に根本的に寄与した（38）。労働組合によ

るマーシャル・プランの承認，将来の賃金協約

についての交渉，そして通貨改革である。

　アメリカのヨーロッパ経済復興支援計画と
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してのマーシャル・プランでは，貨幣とノウ

ハウが用立てられただけではなく，「自由企業

家」（freie Unternehmertum）の思考も「輸

出」された。労働組合はこの状況を重大視す

るとともに，継続する困難な生活状況に鑑み

て「生活と社会化」の間のジレンマ（39）の中で

困難な意思決定を強いられた。なお，マーシャ

ル・プラン賛成（すなわち，「生活」重視）の

意思表示がなされたことは，ただ単にポジショ

ニング戦略的な考量に由来するだけではなく，

「冷戦の前線において必要な強制統合」でも

あった。マーシャル・プランの承認とともに

労働組合はここに，「歯軋りのうちにも断固と

し て 」（zähneknirschend, aber entschieden）

その秩序政策的目標設定を背負うことになっ

たのである。労働組合の構想をめぐって内

部では「自主的（autonom）か社会共同的

（sozialpartnerschaftlich）か」の討議が50年代

まで続いたが（40），西側市場経済秩序に順応す

ることによってその将来的な役割と機能につい

ての方向を示す仮決定（Vorentscheidung）は

下ったのである。

　プランプ（41）やボルスドルフ（42）は，労働組

合によるマーシャル・プラン承認の中に，「戦

後の労働組合の展開におけるひとつの断絶

（Bruch）」をみている。ただ，1950年代までに

基準としての経済民主主義が追求されてきたこ

とは事実であるが，労働組合代表が関与して決

定的な役割を果たすことになった新しい賃金協

約についての交渉の経過をみれば，1946年以

来，つまり初めから「社会共同」志向の労働市

場当事者としての役割を全く正しいと考えるグ

ループも労働組合組織の中に存在していたこと

がわかる。このグループは， 初から確信が

あったたわけでは決してなかった。アメリカ，

イギリスの構想との合致を追い風に彼らは，経

済民主主義に志向した「自主的」労働組合に対

抗して成功裏にその企図するところを押し通し

たが，基本的に労働組合経済科学研究所（WWI）

のトップ代表によって定められた「公表の」組

合綱領にはほとんど影響力をもってはいなかっ

た（43）。

　新設WWIの経済学者ポットフォフ（Potthoff, 

E.）は，1946年8月のイギリス地区会議におい

て将来の賃金協約に関する労働組合の 初の構

想を示した（44）が，そこにおいて彼は，ちらつ

いてみえる計画経済の中における賃金政策を国

家の課題として起草した。「純粋利益団体」と

しての使用者団体はそこでは不要である。国に

よって定められた賃金枠組みの中で労働組合

と交渉するために，組合と同じように企業者は

経済部門に従って組織されるべきである。しか

し，その数ヶ月後にすでに，イギリス地区の組

合内部に強力な反対派が作られた。その表看板

となったのがまず第一に元ゾーリンゲン市長で

社会民主党員のブリッシュ（Brisch, J.）である。

彼は，1940年代の初め以来ドイツの新秩序に

ついて思考をめぐらせてきたカトリック抵抗集

団，いわゆる「ケルン・グループ」に属してい

た人物であり（45），イギリス地区労働組合の作

業部会「労働法と労働行政」のリーダーでもあっ

た。1946年9月のケルン会議で彼は，社会共

同的に結びついた使用者団体と労働組合の手に

あるべきものとして，無制限の協約自治への復

帰を要求した。彼は後には，労使交渉の指導に

当たる「労働中央局」に関わって組合の利益を

擁護してもいる。

　1948年5月10・11日のハノーバーにお

けるドイツ労働組合総同盟（Deutscher 

Gewerkschaftsbund：DGB）の労働法・賃金・

社会・経済政策委員会の合同会議において，賃

金協約の問題で社会共同派が世論形成に向けて
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自分達の意思を押し通したことが 終的に明ら

かになる。協約自治についてのポットホッフの

新たな報告に対しては，ブリッシュだけでなく，

金属産業労働組合（イギリス地区）の元役員で，

その間フランクフルトの労働組合評議会の書記

長であったビーリッヒ（Bührig, E.）がこれを

拒否した。この二人を更に，繊維・革服労働組

合（イギリス地区）幹部で後にDGBの役員に

なったタッケ（Tacke, B.），ケルン大学の労働

法講座担当教授で，ワイマール期以来の も名

声の高い労働法学者として知られ，後に連邦労

働裁判所長官となったニッパディ（Nipperdey, 

H.C.）らが支持した。ニッパディはこの会議後，

労働組合のイメージに合致した労働協約法案の

作成を依頼された。

　ポットフォフとは対照的に，協約自治のこ

れら代弁者では，使用者団体の受諾について

はなんら問題はなかった。彼らはまた，国に

指導された労働組合の代わりに自主管理の労

働組合を要求した。その理想とするところは

社会化ではなく，1947年アーレン（Ahlen）

で採択されたキリスト教民主同盟（CDU）

の党綱領序文に記されているような共同経済

（Gemeinwirtschaft）であった（46）。彼らのこの

立場は，1945年以来国家の介入ではなく自主

的賃金協約を同様に支持していた使用者のそれ

近いものである（47）。なお，この点に関せば，

かねてよりカトリック社会理論に志向する有力

な組合代表と使用者代表が，「社会的共同者」

として相互承認に合意していたという事実もあ

る（48）。しかも，これは占領軍の圧力に基づい

たものではなく，ベックラー（Böckler, H.）や

アーガルツ（Agartz, V.）らの急進主義的な経

済民主主義路線に同調しない固有の秩序政策的

目的に志向した，組合の側における自由グルー

プの効果的な活動の結果であった。この進路を

取ることで彼らは，組織全体としての労働組合

が「資本と労働，労働組合と使用者団体の二権

構造」，私的所有そして市場経済秩序を受容す

るということに大いに寄与した。それによって

労働組合は，社会化に向けての経済民主主義的

要求から自発的に離れた。また，その目標とさ

れた共同決定権も，共同経済的志向性のもとで

革命的性格の非常に薄い，統合的なものとなっ

た。

　ここに，1948年6月の労働組合によるマー

シャル・プラン承認が労働組合の発展にとって

実際一つの「断絶」となったかどうかは，ある

いはまた，労働組合の役割，機能そして執行を

めぐって少なくとも二つの競争的派閥の間でそ

れまで決して落着することのなかった内部闘争

における一歩に関わる問題かどうかは，個別に

研究する価値があろう。ナウツは，歴史研究の

中で戦後すぐの労働組合による社会化計画は過

大評価されており，このことは特に，労働協約

法（Tarifvertragsgesetz：TVG）の成立に関連

して「自由主義的協調組合」をめざす組合代表

の戦略に示されている，と指摘している（49）。

ホッケルツも同様に，戦後西ドイツの「経済的

路線」は，経済自由主義進む勢力が組合内でも

西ドイツ政党勢力図からも公式の議論において

決定的多数を獲得できたがゆえに，（かの「阻

止された新秩序」をもってする扇動にも乗せ

られることのない）「実行キャンペーン」の中

に置かれたことを強調する（50）。また，キリス

ト教組合の流れを汲むベルリンCDUの議長で

あるカイザーがその 重要な主唱者の一人とし

て，ドイツの破局に鑑みて，キリスト教社会思

想を社会主義的労働運動や市民的社会改革の伝

統的立場に結びつけて，「キリスト教社会主義」

の概念の中に統合しようと努めたことを強調

する（51）。前述のブリッシュもこの派に属する
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と考えられる。労働組合のこの行動過程とポジ

ショニング過程の研究においては，ホッケルツ

の主張を補完ないし精緻化して，共同経済志向

の組合代表の早期における成果が（WWIの助

けを得て，組合の公式のレトリックを支配して

いた）「自律的」経済民主的概念の代表の成果

に比して少ないものであったのかどうかがとり

わけ検証されるべきである。

　さて，「断絶」であるかどうかはともかくも，

マーシャル・プランを伴う経済政策的意思決定

の承認の下で1948年夏に，秩序政策的には賽

は労働組合の社会共同的組み入れの側に投げら

れた。占領軍もまた，このプランの現実化のた

めに必要な手配をすでに済ませていた。この年

の6月20日に通貨改革とともにドイツマルク

は妥当な支払い手段に指定され，経済を損うイ

ンフレ傾向のライヒスマルクと交替させられ

た。この措置は，マーシャル・プランの施行と

その中・長期的効果の基本的な前提となっただ

けではなかった。それはとりわけ企業において，

日常の実践での決定的な区切りとして作用し

た，すなわち，それによってまず経営社会空間

において路線（Weichen）が定められ，その路

線が次の時代に継続されまた分化させられる，

日々の実践における決定的な区切りとして作用

した。

　通貨改革により西ドイツ企業には，有効な秩

序という意味で再び正常性が取り戻されてく

る。それまでのきわめて困難な食糧事情だけで

はなく，生産のための原材料の供給も改善さ

れた。作業規律もまた急速に改善した（52）。こ

の変化によって，そのときどきの経営管理層が

再び行動能力をもつとともに，信頼できる通貨

と生産の再開に基づいて賃金の見返りとしての

労働と伝統的な支配のメカニズムが再び機能し

はじめた。加えてこの年，戦争犯罪人裁判を除

き，経営陣の非ナチ化は大部分終結した（53）。

よって，指導部レベルにおける決定的なゆさぶ

りはもはや期待できなかった。このような条件

下で，事業所委員会も同時に戦争末期以来のそ

の比較的強い地位を失った。従業員もまた，も

はやその扶養措置に頼れなくなり，非ナチ化の

終結とともに経営管理者に相対してのその自由

裁量行動の余地も消えた。

　1948年の夏にはそれまでの不確実性が後退

し，再び行動確実性が戻ってきた。これには，

企業者と経営管理者の再強化とともに，共同体

志向の経営社会秩序の再構築が決定的な役割を

果たした。この確実性の帰来とともに，企業者

らはその存在が危険にさらされなくなったし，

また危険は存在していても経営首脳部は非常に

強い立場から行動できることから，脅威は全体

として消え去った。

　1945年以降は根本的に労使関係の条件が変

わったにもかかわらず，1948年から西ドイツ

企業における伝統的社会秩序が再現したのはし

たがって，ひとえに経営外的空間に若干の変化

が起きたからであると考えられる。戦後先鋭

化した労資の対立は，市場志向の経済秩序構築

の過程で制度化された解決へと向かった。集団

的従業員代表としての労働組合が使用者との経

営を超える社会共同的秩序の中に組み入れられ

ることで，その政治的方向を中和させることに

成功しただけではない。労働市場当事者および

秩序要因としての労働組合の創設によって，事

業所委員会と経営首脳部との間での闘争含みの

政治状況を企業において広範に禁じることがで

き，とりわけ，経営内において生まれうる従業

員の諸要求をこの調整でもってかわすことがで

きたのである。その限り1948年以来，経営外

および経営を超える活動範囲での構造的諸条件

は，西ドイツ企業における経営社会空間の中へ
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のカリスマ的企業人の回帰と，共同体志向の社

会秩序の再構築にきわめて有利に働いた。本来

ならただ公式的にのみ再確認されるべきところ

のこの秩序観念が経営実践の中でもすぐに再開

されたが，これには，共同体化の伝統的思考が

継続する戦後すぐに，非ナチ化で首脳部になり

損ねた人々が果たすことができなくなった機能

と課題をいわば「『下から』の信託統治」（54）と

いうかたちで引き受けることとなった事業所委

員会がとりわけ寄与した。企業家伝記の分析な

どでは限定的にしかとりあげられないことが多

いが，西ドイツ企業についてしばしば議論とな

る人的・理念的継続性に関しては特に，このこ

とは中心の前提条件となるものであった（55）。

　もっとも，企業者もその経営を越える組織

の中で，集団利益集団としてこれらの事情を

考慮しなければならなかった。自主的賃金協

約の支持者として登場した後に彼らには，交渉

当事者として正当化された使用者代表が必要で

あった。その際，特にその社会共同的立場で

は，交渉の根本的な破綻はありえないという

ことまで保障するものでなければならなかっ

た。復活させられたシュンペーター的自己理解

に基づいてその社会的・経済的指導権を強化す

ることをも目ざすという背景の前で，1947年

以降の企業者にはこのことは容易な課題では

なかった。ここに，（1933年以前はそうであっ

たように）社会共同的な使用者機能が企業者

の「純粋」利益代表から切り離されるというか

たちでの解決が見出された。つまり，協約問題

と社会政策については，ドイツ帝国経営者連

盟（Reichsverband der Deutschen Industrie：

RDI）に依拠して1949年10月に再び設立さ

れたドイツ経営者連盟（Bundesverband der 

Deutschen Industrie：BDI）の課題とはなら

ず，これらの課題は，労働組合に対する対応

として1950年に正式に設立された独立の使

用者団体連邦連合会（Bundesvereinigung der 

Arbeitgeberverbände：BdA）にゆだねられた

のである（56）。労働組合に対して開かれた後者

のその「社会共同的」な立場は，諸研究におい

て繰り返し強調されてきたところでもある（57）。

　ちなみに，この分業的な団体組織を整えるこ

とで第二次世界大戦後，産業・経済の利益代表

の決定機関としてのBDIを，適応・交渉の民

主化過程の中にあって克服すべきであった矛盾

するその「志向性と自己像」からくるある種の

苛立ち（Irritation）から免れさせるのに成功し

た。とはいえ，幾度かの試みにもかかわらず現

在まで，BDIとBdAを統合することに成功し

ていないのはもとより，このような矛盾の中に

その原因が求められるべきであろう（58）。

おわりに

　「共同決定」（Mitbestimmung）の名の下で

大きな政治的衝撃性を伴って導かれたものの，

1948年夏まで具体的な成果がないままであっ

た，西ドイツ企業の将来的社会秩序について

の議論が，市場経済的な経済秩序と「社会共同

的」協約自治の決定でもって方向指示の仮決定

は下された。通貨改革以後の企業の中で，それ

まで保持していたその一部強力な地位を解かれ

た事業所委員会は権力の座を労働組合に譲り渡

し，労働組合のほうは労使関係の超経営的秩序

の中に社会共同的に労働市場当事者として再び

組み入れられることにより，経営的空間と超経

営的空間の間に相互依存状況が生まれた。ここ

において，一方では経営を超えるレベルで顕

著な変化が生じた。労使間の制度化された利

害調整を含めて，相反するものの，しかしその

都度に正当な相手方の利害を受け入れることを
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前提とした手段（Instrument）が作り出され

た。それとともに，紛争を許すだけではなく，

決着への方法をも制度化するという意味で，戦

後の労使関係の諸条件に適合する構造ができ

た。この時点で「社会共同」は，「紛争共同」

（Konfliktpartnerschaft）（59）に至らない限りにお

いて経済協調的な性格のものとして特徴づけら

れた。しかしその後，周知のように利害調整の

合意自由原則モデルとしてそれは，実りあるド

イツ連邦共和国モデルの重要な構成要素を意味

するところとなった（60）。

　他方で，経営を超えるレベルにおけるこの変

化は企業における社会秩序の変化を広範に阻む

ことにもなった。すなわち，「社会共同」の合

意自由原則は，経営社会空間に移されることは

決してなく，もっぱら経営を超えたところに定

められた交渉当事者に留保された。このことは，

「ドイツ共同決定」のテーマがいまなお議論を

呼び続けていることの根本の理由である。超経

営的解決は，経営を超えるレベルにおい対立を

許す代わりに，経営においては「共同体」の旗

印の下で調和と協力を強調する状況を前もって

作り出したのである。もっとも，この点での

終決着は，モンタン共同決定法（1951年）お

よび経営組織法（1952年）の可決にまでなお

先延ばしになった。加えてその決着は，経営を

超える秩序政策的問題の交渉においては問題と

ならなかった特別な条件の支配下にあると考え

られる。そして我々は，この条件こそ戦後の新

たな経営社会秩序の選択において，更には人事

労務戦略において重要な意義をもつと考えるの

であるが，この点についても西ドイツ労使関係

の研究ではこれまで十分に顧慮されてこなかっ

た（61）。

　一言でいうなればそれは，経営の中心に位置

する人間それ自体の視点に立った考察に由来す

るものであるが，これを明示し，その射程と作

用を検証することが我々の次の課題である。
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